第22条　プライバシーの尊重の指標例  (JD仮訳) 
プライバシーの権利
特質
・　プライバシーと個人情報へのアクセスに関する不法または恣意的な侵害からの保護 

・　障害関連の個人情報・データの開示

構造指標
22.1 障害のある人を含めたプライバシーの権利を認め、規制する法律
。
22.2 障害のある人を含めた個人情報へのアクセスを、他の人と平等に確保する法律
。 

22.3 障害を理由に、プライバシーの保護および／または個人情報へのアクセスを制限する法律または規則の規定がないこと
。

22.4 障害関連および健康関連の個人情報とデータの秘密を規制する法律が次のことを防いでいること。
- 障害のある人による障害および／または健康関連の個人情報
の不当な開示
。 

- 本人の自由なインフォームド・コンセントなしに、障害関連および健康関連の個人情報とデータを第三者間で渡し合い、使用すること
。 

プロセス指標
22.5 障害のある人、その家族、一般市民、公務員、および障害のある人の個人情報を記録している民間関係者を対象とした、障害のある人のプライバシーの尊重に関する意識啓発キャンペーンおよび活動。

22.6 障害のある人の個人データを記録している公共・民間サービスや機関（例：医療部門、銀行部門）の職員を対象とした、障害のある人を含めたプライバシーの尊重と保護、個人情報へのアクセスに関するガイダンス資料や手順書の採用。

22.7 障害に関連した個人情報、および健康関連の個人情報の不当な開示への対応を含め、障害のある人を含めたプライバシーの尊重に関する方針を採用している民間事業者、特に医療およびリハビリテーション・サービスの提供者および施設の数。

22.8 障害のある人のプライバシーの尊重、障害および健康関連の個人情報の秘密保持について研修を受けた公務員の割合。関連制度または機関別に集計。

22.9 障害のある人のプライバシーの尊重に関連する法律、規則、政策およびプログラムの設計、実施および監視に、障害のある人の代表組織を通じての関与を含め、障害のある人が積極的に関与することを確実にするために実施された協議プロセス
。

22.10 障害のある人のプライバシーの権利に関する苦情で受理されたもののうち、調査および裁定を受けたものの割合、苦情の申立て者に有利と判断されたものの割合、および後者のうち政府および／または義務を負う者によって遵守されたものの割合。

成果指標
22.11 公的・私的行為者によるプライバシー侵害を報告している障害のある人の数と割合
。
22.12 プライバシーの権利侵害の被害者で、補償を受けた障害のある人の数と割合（年間）。
付属資料
(翻訳：佐藤久夫、松井亮輔)
� このような法律は、プライバシー、家族、家庭、通信に対する恣意的または不法な干渉、および障害のある人の名誉や評判に対する不法な攻撃からの保護（他の人と平等に障害のある人の映像の権利を保護するための措置を含む）を確保すべきである。また、例えば、医療や慈善活動のための公共の展示に障害のある子どもの映像を同意なく使用するような行為の防止と制裁を求めるべきである。このような法律は、一時的または長期的な居住環境にも適用され、私物の剥奪、施設外の人々との面会や接触の制限、ビデオ監視など、障害のある人のプライバシーを妨害する行為の禁止も含むべきである。


� そのような法律には、以下を盛り込むべきである。


- 他者が保有または管理している自分の個人情報に、他者と平等にアクセスする障害のある人の権利。いかなる制限も、実際のまたはあると思われた機能障害に基づくものであってはならない（例えば、施設は、障害のある人がその人の記録にアクセスすることを妨げることはできない）。


- 個人情報の記録を保有する国の機関および民間の行為者には、要求する障害のある人がアクセス可能な形式で情報を入手できるようにする義務がある。


- 他者と対等な立場で情報の修正を要求する権利


� 個人情報へのアクセスを制限しないこと、特に、


- 現在、法的能力を奪われている障害のある人によるアクセス（第12条と矛盾する）。


- 現在、実際の障害またはあると思われた障害に基づいて自由を奪われている障害のある人によるアクセス（第14条と矛盾する。例えば精神科入院施設。）。


- 実際の障害またはあると思われた障害を理由にした制限。単独で、または他の理由（例：その人自身の保護、最善の利益など）と組み合わせて。


- 意思決定に制約があるとの認識、または精神能力評価に基づいた制限。単独で、または他の理由（例：その人の保護、最善の利益など）と組み合わせて。


� 例えば、給付やサービスを利用するために障害の認定が必要な場合は、障害のある人のカードや証明書の提示など、公的機関による認定で十分であり、認定の根拠となっている障害評価を開示する必要はないはずである。 


� 法律は、障害を理由とする差別を防ぐために、障害に関連した情報や健康に関連した情報が必要とされる場合とその目的を明確に示すべきである。例えば、雇用の分野では、採用決定後、必要に応じて合理的配慮を提供することを唯一の目的として、求職者から障害関連および健康関連のデータが求められる可能性がある。 


� このような法律には、第三者が情報にアクセスすることを防止し、誤用や起こり得るマイナスの結果（採用プロセスで障害のある応募者を欠格とする誤用など）を防止するための保護措置が含まれていなければならない。


� この指標では、障害のある人に直接または間接的に影響を与える問題に関連する意思決定プロセスに障害のある人を関与させるために、CRPD第4条3およびCRPD委員会の� HYPERLINK "https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD/C/GC/7&Lang=en" ��一般的意見第7号�に沿って、公的機関が行った具体的な活動（協議会合、専門的説明会、オンライン意見調査、法や政策の草案への意見募集などの参加方法と仕組み）を検証する必要がある。この観点から、国は以下のことを行わなければならない。


- 協議プロセスを透明でアクセスしやすいものにする。


- 適切でアクセス可能な情報の提供を確保する。


- 障害のある人の団体が自由に意見を表明する際に、情報を保留したり、条件を付けたり、妨げたりしてはならない。


- 登録されている組織と登録されていない組織の両方を含める。


- 早期かつ継続的な参加を確保する。


- 参加者の関連費用を負担する。


� このような指標は、プライバシーの問題をとり上げた家計調査や障害のある人に特定した調査の統計データに基づいて、採点・評価することができる。
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